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第2章跨得分配

世界の所得較差

1.はじめに

に濃いつけj という明治以来の患

比少なくとも摂得水準に麗しでは議殺したと

言われるむ今日では霞民生活がそれにふさわし

い内容をともなっているのか否かが議論されて

いる。様々なテーマが取上げられるが， r平均

値」である所得水準に対して，その分配状況を

みるというのは分析の第一長であろう O どの程

度の人々が撃かさを感じとるととができるかが

わかるからである。貧富の差が大きかったり，

しい状態がいつまでも解揖きれない人々が多

は，豊かさが享受できる時騒は鶴られ

たものになる。

とうした所得分配の問題は古くて新しい問題

である。経済学が始まった時から

れ，分析例も数多く

きるようなデータ

る。しかし，

され姑め

たのは戦後になってからのととであるo 分配詞

欝への穏心の高まりを試聴したものであった。

においては高度成長の時識に f中夜意

の広がりがみられたように比較的所得較差

の小さい経済を実現してきた。今日では，程税

の負担の公平さ，土地を中心とした資産較差の

として再び分配問題は多くの関心を

いる。本稿は所得の規模開較差(以後，

って買得分布という欝薬を檀う)とい

ら設が麗の状撹を諸外鵠と比較する場

合の関霊長や基本的な実酪高架を襲窒すること

令扇的とする。

寺崎

〔長崎大学)

2. 

所得分布の間警護はさ〉較差をいかに

もたらす要還は侍か，

な致策は向かという

ょうとするもの勺あるが，理論的にも，データ

の裏付けをとる衝でも一定の専門知識が袈求さ

れ，しかもいろいろな意味で難しさも

その難しさを解決しようと

する一つの方法と考えられる。まず，

るととから詰めるととに

しよう c

題欝比較の務的を一言で表わすと

ぶj というととになるO 持に社会的な機識や制

度によって親交設されるような問題については，

自閣のみをみていると何が重要な諜題なのかわ

からないととが多い。他国と類似する

する点をみてはじめてよく理解するととができ

る場合がある。さらに，よい開，遊んだ部があ

ればそれを参考にして教入れるヲあるいは達成

ぎel諜として掲げることもできる。

務得分布の問題もそのよう

るとことができる O まず，

よって説明できるのかという点に

ない。さまざまな擦問が考えられ

ている。能力，経験，学臆，保有資産，運等。

ζの{践に地域差，労構市場の響詩給関係も挙げら

れているc 実際，とれら からみ

あっているので定説が生れにくいという菌があ

るc 玄た これらを検きまする議さき念データもート
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分でないという事構もある。とのような場合に

は器禁比較によって多くの事例を研究する ζ と

から共通認識が出てくると主が顛得できる。

第2には， とれらの諜閣には社会的な制度と

関係を持つものがあるため，因果関係を定めに

くいととろがある O 例えば，学歴は学校制度の

普及程度と関連を持つ。端等教育についてもア

メ立カのように多数を受入れるケースとヨーロ

ッパの多くの盟のように諜定的に考えているケ

スがあり一様ではない。また，学霊に対する

社会的な評部の程度も揺によって翼念ってとよ

れとれらは国際比較を義援しくする一面である

が，所得較差と教育の関悌について多くを知る

利点でもある。また，制度改革を考える場合の

麓裏な参考事例ともなる。

3には，所得較蓋の稜疫に関して自安がな

いととであるG 較差の軽度をどのような語標で

るのかというととも蟻識が分かれるとと

ろであるが，一設に最適な水準というものは定

められない。教科書的に震えば「繍f華料j跨?の関

である。しかし，開発途上踏の中には少々

の所得較差の甚大を容認して経済発展会急ぐと

いう例はあるが，現状よりも平等な分配を目標

としている国が大部分なのも

現実には意図とは裏腹に較驚が拡大するケ

スが多い。そうなると，単に刊陣髄判断の間

どのように機能しているのかを分

る必要が出てくる。すなわち，税制とか社

会保鱗制震の再分配効果の澱定やその評価が必

なる。とれらの制度はまた閣によっても異

なっている。従って，他国を参考にするととに

より社会保障の程度に関する判断と

いて知見を深めるととがで寄るわけで

ある。

3.所得分布の定義

物事を比較する場合，まずそれを規定する

概念を統一するととは論をまたないであろう。

そうでなければ，意味のない比較をしたり，

つ くおそれもある。との点に関して

はクズネッツ (Kuznets[1963J)の窃績が大

きい。 草寺得分布に関するデータが不十分であっ

ガイドラインを示した。 1970年代以後

では国際連合 (UN[1977J)が新しいガイド

ラインを示している。国際連合(UN[198sJ)，

(Jain [1975J)， ILO (Ginneken and 

Park 1984J) ，あるいは OECD (Sawy号f

)といった畠聖書嬢欝では関際比較を意議

した掛樽分布統計のi反集，作戒にカが設がれる

ようになった。

所得分布を比較する場合には，第 1札分布

ぎな影響を与える次の 3つの側部に関心を

払う必擦がある。すなわち， (む所得のま皆議，(g)

③受取主体の範囲

である。さらに第2点として，統計袈としての

作成形式や較差を示す指標の扱いにも細かな配

震がいる。

(1) 所講必定義

られている基本項自は

ん舞金，捧給

B.纂業所得(農業所得も含む)

C. 財藤所得(利子，配当等)

D. 移転所得(公的年金，社会保障給付等)

である C それぞれの項尽について現金で

と， ;建物文斡されたものの評鱈額が存産する。

現金のみをカバーする場合には F現金所得j と

表わされる。 主義物所得のうち大きな彰饗を与え

る項目としては，

a.農家等の踏家生綴物の消費分

b. 持家についての帰勝家賃

がある。この他，主嬬の家事労働分の評個額と

か，車等の耐久消費財を利用するととから得ら

れるサーどスの評樺観のような項臨も考えられ

ている。

議密に考えるとそれぞれの議自について謁査

上の鱈題点が存在する。まず現金摂得について

は利子雲寺得が過小に静備される傾向を持ってい

る。過小申告の問題を別にしても，例えば，長

期の定期にして，満期ど&に瀬け替えていった

場合は帳簿上では利子が発生しているが実感で

きない面があるので脱蕗してしまう可能註が高

くなってしまう c
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農家の自家諮饗についても難しい点がある。

出持嫡格で評価するにしても，自家消費した最

を正確に記鐸しているOiJは少ない。多くの霞発

途上盟では調査に対する回答は記壌による

が多いので事実上調べるととは不可能になる。

経験的な事実として，現金所得のみでは較躍が

過大に評価される傾向がある。しかし少なく

とも農家の語家消費分を含めた段婚の所得で愚

繋比較を行なうのが纏ましい。農業のウェート

が痛い麗は多いからである。

借家の場合と比べると持家の場合は家賃を払

う必警警がない。しかし，自己の財産である自宅

から f罵往する」というサーピスを享受してい

るわけで，それに見合う分を所得として算定し

ようとするのが帰属家震であるc いわば，実物

資本の果実を求めているわけである O いくつか

の昌では自己評f街額を屈答させている。我が留

の「食器携費爽態調査jのように簡積等の謄金

条件からー荒の公式で事後的に家賃を計算して

いるケースもあるが，考霊童していない方が多

い。一般に持家は声高所得層に多いととから， と

の項百が脱落している場合には較議を過小に評

価する観向を持っととになろう o

移紙所得についても臨療の現物給fせについて

れないケースが多い。詳しいζ とはわ

かっていないが，痛党が所縛の多少にかかわら

ず持等に発生するとすれば¥ζの項目を却えた

場合のコ舎が所得較差は小さくなる韻向を持つで

あろう。

との他，分布統計に現れる訴得概念としては

担税と社会保棒負担金を差引いた「可処分所

と所得税の算まさに空間される「毒薬説所得J

があるoT課税所得Jについては諸控除の規定

が所樽の種類によっても蝶なるし，冨によって

も異なるので悶際比較には痩えない。また，複

雑な控除議定のため「課説所得Jが何を表わし

ているのかも不暁なため，生活水準をめぐる

済分析には不向きなものと考えられる。

次に，所得を算定する期間について。農仲物

のようにほぼ 1年を周期詮して収穫されるもの

があるので，一般には 1年を単泣とする年収が

とられる O 日本におけるボーナスのような賃金

の支払形態をとっている場舎にも都合がよい。

しかし，調査の欝宜上 1カ月の鞍入を調べる ζ

とも多い。年収となっていても月収を12揺して

いるケースもあるので住意がいる。とのような

は非定常的な絞入が考識されている

かをチェックしておかないと所得全体を過小評

徳してしまう ζ とになる。

理識的念関心，あるいは若年j欝の低所得は貧

困状離とは見君主しにくいという考え方から，一

症を期間とした生器務得で算定すべきという

もある。いくつかの仮A:の下である人の生議

訴得の期待金額(平均値)を計算するととは可

能であるにしても，その分布を推計するのは難

しい。わかっていないととが多すぎるのが現状

である。主主溜所得をなんらかの形で議査すると

いうととにも多くの闘難がともなうことは容易

に想像できる。検前設階にあるテ…吋ずと言えよ

う (5蔀拳照)。

(2) 受取主体の主義教

「世帯jおよび「間入Jをベースにする分布

統計が存枝ずる。「騒住を共にする人の集り J

ぞ定義される世帯は基本的な統計調査単設でも

ある O 血縁関箆を間わない。重複して数えてし

まうととを避けるととができる等の蒋点があ

るO 調査をやりやすいという事構もある。人口

会数えるととを基本詞標とする瞳勢識査(人口

センサス)も世帯令単設にして調査が行なわれ

る。特K.，所得較謹が福祉水準の比較を目的と

する場合にはとの世帯をベースにすることに共

通盤解がある。経済生活の基本的君主単位でもあ

ると考えられるからである。

しかし，聞によって，あるいは調査によって

細かな点で定義が徴妙に異念る ζ とにも留意し

ておきたい。親子等血縁関係をどの程度考蟻す

るか，下君，寮等に住む者の援い等に遭いがみ

られる O 所得分布に大容な影響を与えそうな要

素としてはいくつかの開発途上国にみられる

「大家族紛UJがある。特に，間得の鉱い若年の

夫婦等が大家族に含まれてしまうので欝持較差

が小さく念る傾向を持つ。謹史や社会制度を背

景にしたものだけに取扱いは難しい。世鶴人員

数に詑目した分析が必要となろう。

ー俸絵や事業所得告と変化させる要閣を韻



析するための統計的な尺度の計算にも都合がよ

いととも知られている。

た場合;t世帯人員数の影響撃が

いととをと述べた。生活水準を灘2をするには

りの顎需の規模で分析すべきであるとい

も或り立つ。 1人当り所得を大きさの)1襲

ものからもう一つ裂の10分役務綾農を

作っておくと授にたっ。

所得較謹の分析では10~簡の喪得シェアの数縫

令比べるととになるので，要約方法が必要にな

る。いずれも10分位階蔽表から容易に求めると

とができるものであるが，要約{臨も

れている方が便利であろう o まず，期資世帯シ

ぷアを横事告に累積所持シェアを縦軸にとって

と弓翠の語形ができる O ロ…レンツ出繰と

呼ばれる。一方の弓型の関形が他方よりも内側

〈対角綾部〉に入っていれば損得較差は小さい

と!fIJ離される。下密では1974年の日本の分布が

1981年のタイの分布より内儲にあるので，平等

であると判離される。

所得較差の程度を表わす指標を求めておくの

もよい。異なった性格を持つ多数の指標が存在

するが， ローレンツ曲線の弓醐の 2倍の面積で

定義されるジニ係数はよく慣用される。他の指

標も容易に計葬するととができるc
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べる時には個人を単位とする方が望ましい。個

人の属性である年齢，能力，学盤等と関連を持

っているからである。議金統計が代表的なもの

である。世帯ベ…スの統計を利用する湯合には

寝入と護人の対Jo欝鋒にも柱意を払う必要があ

る。人を単位とする分布として摂得授に覆する

データに雷及される ζ とが多いが，議密に言え

ば申告単設に基づいたデータであるc 必ずしも

個人のみの所得令反映しているわけではない

い夫婦で働いている場合の所得の分割等の人

為的な要素も入り込む。その利用には特別な注

意が必要であろう。

1990.5 

(3) 受取主体の範龍

世帯が主義佼であれば全世帯， f園入が単設であ

れば会就業者をカバーした統計が作られるのが

望ましい。しかし，現実には量家世蓄のみであ

るとか，議開者世帯のみの謂査が行なわれると

とは珍しくない。所持分布統計をみる需には抜

け蕗ちている擦問が念いか，あるとすればどの

集団が抜けているのかに留意したい。

国では農家が対象となっているか杏か，

が対象となっているか否かがポイントである O

との他にある特定の地域が抜け

ていないかにも詰話する必要があろう。

!需
，.， 
，.， 
，.， 

語!

レンツ接話線

イ 1981年
本 1974若手

0" 

X lJ 

ふ日

100 

呂9

60 

祭
積
所
得
百
分
率

(

M
舟
)

40 

100 40 60 80 

3韓稜人員百分率(%)

注)本図はAIDA(7露首参照)舎利用して繍いたものである。

20 

20 

(4) f乍袋形式較差の尺震

器移長比較では損得分布を各霞の通貨単稔に薮

存しない「分位階緩方式j によって表示するの

がよい。関連のガイドラインでは10分位階級方

式である。すなわち，世帯所得を小さい方から

)1闘に波べたものを総世帯数の10分の lずつを 1

つの時級としてまとめていく方法であるο10倒

の階級に舎をれる世帯数はすべて等しく，分布

は各階級の平均世帯所得で表わされる。総所得

る各措穀の所得の割合は鯖載の渋得シ広

アと呼ばれる。との所得シェアで表わされた所

得分布はi護費単f立に蜜存しないととになる。 i

物嫡水準にも法存しない。

ならず，時点間比較にも擾れているわけであ

る。さらに，その値自身の意味もわかりやす

い。例えば，下位10%の世帯の所得シぷアはい

くらであるという表現ができる。
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4.所持分布の間際比較と

草寺得分布に闘する競念が整理されるようにな

ったことから劉際比較のための襲境が難いつつ

ある。しかし実醸に統計を殺りそろえて比較

する設になると無視できない問題も議然として

多いc 欝際比較統針としては榛機的な地震を灘

保してい念ぃ理由でもある。ととでは

(1) 定義の不統一

(2) 

(3) 比較可能性の艶題

という 3点、に問題を整理した後に現状での計瀦

結巣を紹介する。特に， 日本，アジア諸国，お

よび欧米の工業先進国を念頭において議識を進

める。なお，中南米についても研究が進んでい

るがA1timir=1987Jによる畏望を拳照してい

ただきたい。

(1)定義の不統一

臨擦比較をする以上3節で述べた諸鞭念が一

致していなければならないが，この条件を党全

K満たすことは少ない。調査の難しさ等からあ

る所得議日が抜ける場合がある。その離合が撞

めて小さく，所得分布全捧へ大きな影響を与え

なければほ段、比較可能と半u癒するのが現実的な

アプローチである。 OECDの報告でもとのよ

うな立場をとっているo このように考えると先

進工業調についてはあまり大きな問題はない。

日本については「臨民生活基礎調議」が唯一

義換にかなうものである。ただし，草寺得の源泉

黙の統計表がないなど所得較鷲の構造を分析す

るには不十分な聞があることは否定できない。

また，様鱗家賃は含まれていない。 ζ の前身の

「国民主主活実態譲査Jは標本規模がやや小さか

ったので不安定な結巣が出る場合があった。

日本には主なものでもおに余る所得分布統計

が存在するが，いずれもなんらかの欠陥を持っ

ている o W11えば，全世帯をカバーするもう一つ

の調査である「就業務送金義本調査jでは援金所

得のみに韻定されている o OECD報告にヲi用

された「全冨鴻費実態調査j には農家が入って

いない(ただし妻最近の調査では含まれるよう p

になった)。さらに，母索開の麗定が議妙に変

更されているので詩点間比較にも禽かない。 ζ

の{哉のものについてはいずれも一部の設帯を対

象とするものである。

開発途上E患の場合には，一概念アジア諸国に

とると次のような醤意点を指摘できる。

註〉タイ，マレーシアの1970年以前の鵠査で

は現物消費が考離されていない。

b)フィヲピンを除けば一般に'滞属家賃は含

まれていない。

りマレーシアはサラワク等一部地境が警護資

されないo

d)韓罷は襲用者と農家を分けて調査するの

で全世主菩分布を控室接知ることはできな

ν、。

(引調査轄衷

概念に関する熊題が解決したとしても所得分

布統計の場合にはその舘頼性が議議の告さにな

る。所得較差の計測にとって鍵となるのは所得

を輔ちなく調査することであるが，個人のプラ

イバシーに関連するととだけに容易なことでは

ない。壁史的にみても，どの悶をみてもそうで

ある。問題点i合

計調査の罷り

b)所得の不正確な回答

という 2点に大崩される O

1まず，謂査の備りについて。所得をすべての

世帯について調べる(全数諜査)ということは

ほとんどない。通常は標本調査によるo 所得税

の言掛から所持分布統計を作成する場合でも，

その伶業のために一部を撞出てするのが普還であ

るO 櫨率的にみると，極めて貧闘であるとか，

極めて裕福であるというもともた数少ないケ

スが謀本となることはあまりない。言寄得較楚の

分析では興味深い対象の一つではあるが鵠べら

れないという不溝が残る。ただ， ζ の問題は標

本規模が大きければある程度解;隠するし，これ

らを対象にした特裂な調査を企離するのが普通

である。

所碍分布統計にとって深離なのは調査距否に

よって主主じる議ちのガである。高額携得世帯に

しばしばみられる積鋭的な調査拒奇から，夫婦

で犠いている場合のように時間の関係で譲査に
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IZじられないという

ざまな形態がある。

も調査拒否が多いと雪われる。

正しなければーならないが，あ

分析を進めるというのがやはり

ーチである。

次に，所得の不正確な間容について。 2つの

ケースが考えられる。すなわち， (む十分な質問

票が作成されていないために不正織になる場合

ι②故意に道小， 1農大念問答をする場合であ

る。記様によらず記』壌による灘五まであるとか，

所得の項目を穀かく尋ねていないというのが舎

の主なポイントである。続かな項Eきを設定する

ととにより説議をi語立しようというわけであ

る。とれらをチェアクするととによりある程変

所得の信頼性に尽途をつけられる。との問題は

諾査方法の改養により解決を罷るととができ

る。

所得調査にi最小申告は避けて通れないので謂

査拒否の場合と問機な対応をせざるを得ないで

あろう。

(3) 比較可能性の問髄

所持較避をどの穏肢にずるか。異なった構造

した。目標値の設定もfjffif直判

断に依存する隣難であった。所得較差の平準化

をめざすにしても異体的念自標殖を定めにくい

ととを意味している"Oilえは:'， 1981年のスウェ

ーデンの議室針続得のジニ捺教は0.33である。

1979年の日本も段ぼ鴨じ護をとる。訟の尺度で

はもう少し異なった盤をとるが，ほぼ同水準の

るというととには間違いがない。

縮かな点を除けば3節で述べた統計に関する概

念上の相違はないものと見なしてよい。精度の

問題を無視したとしても， ζの植をどう解釈す

ればよいのであろうか。産業構造や雇用制度に

遭いがあり，社会保障制度も異なる。とるべき

政策も瀧ってとよれ結果として同程度の所得

というだけでは国際比較の意味が薄れると

いう見方も出てとよう c 摂得較差の国際比較の

わかりにくい顕であるo との点に関しては 2蔀

ような嬬IAく考えていく立場を想、認し

ていただきたい。

{必需擦比較の実擦

上に述べた困難念問題がずべて解決されてい

るわけではないが，

いる。少念くとも概念上ぞは閤際比較のできる

統計が増えている。各臨の所得較避の水準にあ

る程度の見当がつけられるわけである。百霊感的

に想像されていた聞があるにしても，データで

裏付けられるととは大きな意味を持つ。所得較

差を規定する要因の費量的な静怖が可能になり，

議論を諜めるととができるからぞある。

下表にアジアと欧米のいくつかの臨々のジニ

罷数を示す。台湾，スウぷ…デ刊日本は比較

的平等な醤とみる ζ とができる。ただし，台湾

については先に述べtcr大家族和~J の影響が大

所得分布の欝際比較

思 名 年次 ジニニ儀委主 5分f立予皆紋所得シニア(%)

I II 阻 N Y 

日 ヱド 1963 0.361 6，011.7 16.222.743.4 

1968 0.354 6目212.0 16.6 22.4 42.8 

1973 0.350 6“212.1 16.822.542.4 
1979 0.336 6.312.4 17.3 23.3 40.7 

1986 0.356 5.6 11.6 17.1 23.9 41.8 

事幸 E題 1970 0.348 6.9 11事 816.122.1 43.1 

1975 0.415 4.410.1 15.4 22.9 47.2 
E ゐ 持寄 1970 0.321 

1980 0.303 

霊ま J務 1宮76 合.423 5.310.014.7 19.950.1 

1翌86 0.433 ふ910.0 14.0 20.6 50.5 

;マレーシア 1空73 合.4君7 3.2 7.612.721.555.1 

フィリピン 1告71 0.479 3.8 8.1 13.2 21.0 53.告

タ イ 1事75 0.423 5.4 9.8 14.0 21.0 49.8 

1事事1 0.436 5.1 き.313.8 21.2 50.6 

インドネシア 1事79 0.500 

フき ゆ? ダ 1号車1 0.374 4.611.017.725.341.4 
アメ 1) i:J 1事79 0.412 3.8 9.8 16.6 25.3 44.5 

イ年 1) ス 1告79 0.365 4.9 10.9 18.2 25.3 40.5 

西 ド イ ツ 1981 0.414 4.4 10.2 15.9 22.6 46.9 

スウニ…デン 1告81 0.329 6.612.317.225.0 38.9 

ノルウ ー 1979 。“356 4.911.4 18.4 25.5 39.8 

イスラエ jレ 1979 0.395 4.510.516.524.943.6 

主主) カナダ.アメリカ，イギリス，西ドイツ，スウェーデン， /ノレウ

ェー，イスラエJレについてはO'Higgi田他[1989]Table2より引用し

ている。その他はAIDAデータベースから推計されている a 紙申菌め

関係1:，代淡臨むな伎を示す年次を巡1i:抽出して掲載した。ただし，

稔雲監はα100機昔十，会持者とインドネシアはMizogucJu[1ヲ85]よワヲ|

期している硲日本';I:r~国民生活苦基礎誘査J ，こよっている。 AIDAに

つけて i丸事会問労農民綴FAIDAデータベース利用案内1988~版」

〈一容器火宅幹事霊淡研究所}を参照して ρ ただきたい。
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きいことが指摘されている。とれに対し，フィ

リピン，香港，ザレーシア，タイ，アメ yヵ，

西ドイツは所得較差の大きい霞である。東荊ア

ジア諸留には特に大きな善寺得較薫がある。韓

00，インドネシア，カナダ，イギヲス，ノルウ

ェー，イスラょにんはその中間にあると言えよ

う。さらに， OECD報告によればオーストラ

ヲアは平等な割に数えられる。フランスは特に

較差の大きい簡とみられていたがヲ統計の修正

を議すと西ドイツ，アメ 9カ並みの所得較差に

とどまる。

OECD報告では最も平等な闘に位置付けら

れている日本であるが，次の 3点に出闘した

い。第 1点はま奪獲となる統計資料である。

民生活基礎調査」の結果によれば平等な器類に

は入るが，必ずしも「最もJ平等とは替えな

い。第2に，号j買されることの多い課税後の分

布はOECDが「推針」 κよって求めた点であ

る(富良生活センタ… [1985J)。厚生省の「所

得再分配議議」等との比較検討が必饗であろ

う。第3点として，較鷲の拡大傾需がはっき与

してきたことにも言及しておきたい。 1980年代

に入って徐々に較差が開き始めている O ただ

い土地価格の高騰が著しい1987年以後の結果

はまだ合まれていない。所得分布統計には速報

性に欠けるととと 1年 1年の動きは小さいと

と，統計の構撲に関する評価が必袈である等す

ばやい戦断を紡lずる嬰菌が存在するが，較慈の

拡大をもたらしている東盟を明らかにして適切

な対策を用意すべき時期にきていると替えよ

う。

経済発震の著しいアジア諸盟についても同様

の傾向が報告されているG もちろんそれぞれ鎮

なる原因によってもたらされているものである

が，分配開題への関心は国際的な広が与を持っ

ている Q

5.所得分布を諜荒する

各冨の所得較差の違いは{阿によって引き記こ

されているのであろうか。所得較差を動かして

いるものは何であろうか。関心の高まりを背景

に耀議，実言Eのいずれの仮IJ酉からも数えきれな

いほどの研究が報告されてきた。発表された展

望論文も数多v>o 紙輔も誤られているのでここ

では実護正面の研究を中心に主要な結果を紹介す

るζ とにしよう。

まず，所持較娃の著しい濃いは開発途上混と

先進工業醤との開にみられる。本格的念頭際比

較をは乙めて手掛けたクズネッツは経荷発震に

よる構靖変化が所得較差を大きく動かすと考え

た。特に，発展の初期段轄では不平等化し，後

に平等化にi向かうとの予想をめぐってはさまざ

玄な角撲から検討が加えられている。その中心

はILOや世界謹行で収集された各菌の所得分布

統計を科窮したー遣の分析である O 国を観測滋

とした担帰分析を行ない，①不平等化から平

等化へというパターンが観澱されるのか，

@その場合 1人当り国民務理がどの伎に務逮

すれば紙換点を迎えるのか， Q会現得較差と関連

を持つ社会経済指標は閃か，等々の課題に答え

ようとするものであった。最新の結果は

Papanek 他 [1986Jにみられ， (む I人当り 400

米ドノレあたりまでは不平等牝が進行する，@高

い不平等と襲連を持つのは 1次灘品の輪出割合

と教育の普及程度であり，宰高度成長政策は所

得較差の変動とは関瀧を持たない等の計鱒結果

を得ている。

しかしき とのような接近法はあまりに単純す

ぎるのではないのか。根本的な批判が存をする

(Saith [1983=)。実際， 日本，台湾，呑器等

の{?iJでは高度成長下で平等な分布が出現した

が，;完在のタイ，マレーシアでは不平等化が著

しい。 ζれに対し，開発途上閣に関するき建設分

析が蓄積されるにつれて所得較差を大きくする

構造が議接明らかにされるようになってきた。

アジア諸霞に関する研究の現状は Mizoguchi

[1985Jの文献表を参閉していただきたい。

閣の事暗によち所得較聾の構造法多様である

が，いくかの共通濯解も得られているo な結

果を次に示すo(!)開発の十分でない農業部門が

大きい ζ と。豊業所得は土地言語績と関係い土

地の所有には著しい繍りがある。争地域鎧が大

きいζ と。交通，通信網等社会饗本の発達が未

整構なため人やものの移動が円滑ではなく，較
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謹の鱗小の扮げになっている。ゆ人材不足のた

め議カが相対的に議織であるとと o 提つで，経

堂者，熟練労i勤者等の策金が非常

方，不熟練労識者に対する議摺機会の創出も十

分ではない。 ζれらの時議を解消すれば経済発

と費等較差の縮小とをi弓特に手にするととが

できるわけであるが，いずれもー額一タに実現

できる問題ではないととも事実である O

についてはとれらの問題はほぼ解

決務みである。例えば〉地譲葉とか産業時格差

は小さなものである。むしろ，職業間格差のよ

うに個人の能力と関連するような袈素の方が嫉

視できない。そのため，主たる関心は①再分配

の轍!とれ②「公立さj に移っている O

再分配は税等による蔑視と社会保揮による受

敦，すなわち，移転所得令通じて行なわれる。

って 3鎮でま足義した世帯総評得と負担分を

jいた可処分所得を比べるととにより再分詑

効果を針測できる Q 駿も関単な方法は謁分布の

不平等尺肢を比較すればよい。課説後の分布は

課税前の分布より0.03からO阪 04程産ジニ部数が

低下する ζ とが認められる (0百iggins偽

[1989])。開発途上障と比べると所得較差はさ

らに小さいわけである。我が固については厚生

省の「所得再分霊調査Jの結果を務用すること

ができ， tま?玄関じような針演i結果を得ている

(村上 [1984])。
しかし，較艶の尺震を那のものにとれば値の

変北が異なって現れるととが知られている。従

って，再分配の効巣告と異なる尺度で評価したも

のを比較したり，再分配効果が年齢階層や註菩

構成の違いによってどのような現れ方令するの

かを明らかにしたりするととは基礎的研究とし

て必要なことであろう。例えば，オーストラリ

アK.関しては Kakwani[1986Jを挙げるとと

ができるが，我が臨については必ずしも十分な

状設とは替えない。

「公正さJについては哲学的念館茜も含まれ

るのでその敢援いは一様ではないが，基本的に

は機会の均等性令背景に言言力，相続財護，

議11樺等が所樽較設とどのような開系を持っ

ているかが関われる。まず，古典的なテーマで

ある能力驚については Hartog[1978Jのよう

な労作も存者五するが，能力は教育，訓練等によ

り開発される聞も無規できない占単純に説力強

だけをみるととには罷罪がある。

あるいは所得が教育年限や経験年数に

よって決定されるという考え方は人的資本理論

によっている。所得較撃は教育とか経験の援に

よって説明できると主張されるが，米盟の場合

にはその説明カは約50%ほどであると推計され

ている (Mincer=1974J)。日本については

金決定欝数は推計されているが，質金，あるい

は所得分布との関係の解焼は十分とは替えない

〈員塚fm[1979])。
年収ではなし生涯所得の較護を分析すべき

であるという考え方は遭窃なデータが存在しな

いという冨難に臨憶しているととは述べた。し

かし，いくつかの工夫が試みられている。全体の

ジニ体数から年齢関格競を調整したものは生涯

所得較差を表わすという解釈を示した Paglin

の研究は米躍のさまざまな分野に反響を呼んだ

(Formby [1989])。との他，スウェーデンの

タを基礎に蒋来所得の流れにi務当な仮定を

おいて主主謹所得の分布を推計する試み等があ

り，関心は高い。

世帯所得によって菌際比較を行なう

欝議或の違いまでをa映してしまう。 ζ

令競けるため 1人当り世帯所得を比較の基礎と

する方法が考えられているιOECDの研究に

よれば投手葬所得も 1人当り世帯所得もその10分

校藷薮表には大きな違いがみられない。ただ，

後者の方がわずかに平等な分布を示す。もちろ

ん，世帯所得による順位と 1人当り世帯所得に

よるI1襲位は異なるので，確認されたこと

として会布が似ているという ζ とだけである。

についてもほぼ同様な計樹結果が寄られ

ている。

1人当り散詩所得による分析にはもう一つの

晃方が存をする。例えI-f'， 1人世帯と 2入役講

を比べた場合 2人世帯のガが所得が高いから

といって必ずしも較諜が存在するとは言えな

い。 2人役警の方が余計に生活費を必要とする

からである O との考え方を畿密にしていくと

「或入換算J1人当りの所得を求める ζ とにな

る。米国や英欝では貧困世帯のまま義にrz::用して
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いる。との換算率は…般に世帯構成に依存する

が，堂書λ員数のみで近訟できるとども報告さ

れている。との場合，成人換算1人当り所得は

数帯総所得と 1人さきり世帯所得の中間の鑓をと

るととになろう。ノレク-eンブノレク所得データベ

ース (7節参照、)による結果では世帯訴縛に比

べてジニf系数でO.05からO.1程度平等となって

いるの'応部ins他[1989J)。
50年とか100年という期間で所得較差がどの

ように変動してきたかというととにも研究が穣

み重ねられている。いわば，歴史統計の発捕で

あるが，今世畑幸刀め壌にはどの闘でもかなり高

い所得較薫が存在していたと簿じられている。

て，今日の開発途上国にみられる所得較難

の大きさには不思議はないのかもしれない。

6. 資藍分布の間際辻較

分寵問題においては i公正さJ

であるととは述べた。相続遺産の出める割合が

多くなれば，人々は接金が均等には与えられて

いないととに不績を持つようになろう。今日の

土地価格の異常左上昇も個人の努力とか能力と

は接関孫君主ととろから生じている。不公平惑が

る所訟でもある。 ζれらはいずれも資産義較

差の問髄である。き号得以上に適切な統計資料が

不足しているため，今日の問題に十分な処方筆

るほどさま礎研究が闇まっていない。しか

し，研究は着実に護喜んでいる。所得分布と同嫌

に閤際比較も試みられている (Wolff[1987])0 

いくつか注目すべき問題に触れておくととにし

よう。

まず，資産の定義は多様であり，撞繋比較の

ためにはガイドラインが必要である。関逮での

{'P業が進行しているようであるが，土地等の評

価方法，年金権の取扱い方法等薗傍i君主問題も多

い。第乏に実証が可能な器について共通にみ

られる特散がある。 1つは戦誌類と戦後を比べ

ると戦後の資産分布ははっきりと平等fとすると

とである。とれには年金軒度の普及が大ぎな効

果を及ぼしたとされている。貯蓄を持制すると

考えられているわけである。もう一つはジニ係

数はかなり高く， 0.7から0.8を越えるケースも

る。しかし，組続遺E撃の言語会の推計には

ばらつきがあり，米関の場合20%から80務を趨

える数{憶が推支まされていてはっきり Lない。し

かし，英国では資産~華麗上位の方ではその離合

はかなり大きいと考えられている。

我が国の資産分布についてはやや平等な計課IJ

結果が得られている。実務繁盛と金融資産の罷

方を調査する「貯蓄行動と貯蓄意識に関する

査j を分析した富樫 [1989Jによれば¥1977

年， 19部年ともに総資議のジニ係数は0.61であ

るo 1"全国消費実態調資」を基礎に実物資産の

換計鐘を加えて総資産を求めた高山他 [1989J

によれば， .1984年のlE味資援のジニ掠数はO.52 

である。また， e奇持とは必ずしも比例i的な関保

を持っていないととも確かめられている。

の構成ではいずれの研究も実物紫産の評価額が

総資産の85%を高めている。

7. 国際比較の新しい方向

務得分布の問題は多語的である。その塑緊比

較は概念を合せるだけではなし詞じ手法によ

って分析されてはじめて意味を持つ。データベ

スが必議室とされる費訟である。ノレクセンブル

クには欧米を中心とする14カ冨の掛得分布rc関

するザイクロデータのデータベースがあり，通

信関線を介して利用できる (CEPPS[1985J)。

マイクロデ…タのため分析者の意留選りの統計

を作成できる。連隣地でも利用できる。 i湾じデ

タをさまざまな角度から分析できる等々の科

点がある。また，プライパシーの階建を解決

L，認大友データの利島形慧を作り出したとと

にも意味がある。理識の検証も容易になるとと

から，今後の多角的君主制需が期待できょう。マイ

クロデータではないが，一橋大学クツレープでは

アジア諮問の醗得分布のデータベース(AlDA)

を作殺しているととにも護及しておく{溝口

=1989J)。
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